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東日本大震災に関する

被災地市町村長からの緊急要望

及び

東北の農業・林業・水産業復興提言

平成２３年１０月１４日

国家ビジョン研究会

平成２３年３月１１日１４時４６分。東北地方太平洋沖地震が発生しました。１万５千人以上の尊い命が奪われ、しかも４千人近くの方が未だ行方不明という状況です。

加えて、東京電力福島第一原子力発電所の大事故が発生し、放射性物質の汚染が甚大な被害を及ぼしています。

この東日本大震災後すでに７か月近くが経っているにもかかわらず、今も３千人近くの方々が避難所での生活を余儀なくされており、復旧・復興のピッチが遅く進んでいないのが実情です。

特に、国と県、市町村、地域住民との意思疎通、情報連絡網の不備による停滞と遅れがひどく、各被災地は困惑し、困難な課題が山積みのままの状態が続き、中長期にわたる地域ごとの復興再生計画は未だ作成されていないのが現状です。

不偏不党の立場から日本の政治を支える民間シンクタンクをめざして活動をしている国家ビジョン研究会は、４月１６日(土)に東京で「震災からの復興と日本農業の自立・再生」とのテーマでシンポジウムを開催したのに続き、８月６日（土）に仙台で「東北の農業・林業・水産業復興支援集会」を開催しました。

平野達男復興担当大臣、篠原孝農林水産副大臣（当時）、藤田幸久参議院財政金融委員長（当時）をはじめ、２０の被災地の市町村長（代理を含む）と約２５０名の参加者のもと、現地の生々しい窮状とともに今すぐになすべきことは何か、どこをどう変え、どこを改善していくべきかを検討し、パネルディスカッション「農林水産業復興再生プラン」では本間正義東京大学大学院教授をコーディネーターとして中長期にわたる新しいあるべき復興再生プランが討論されました。

以上の討議を受けて、大震災から一日でも早く復旧・復興がなされ、東北から日本の農林水産業の再生がなされるよう、次のとおり緊急要望および復興提言をとりまとめましたので、政府・与党において特段の措置が講じられ、速やかに実行・実現されるようお願い申し上げる次第であります。

平成２３年１０月１４日

国家ビジョン研究会

代表世話人　中西真彦

【被災地市町村長からの緊急要望】
１．第三次補正予算および来年度本予算について

１）被災地にとって大規模かつ使い勝手の良いものにする。
２）予算の使い勝手を良くするためには、被災地の市町村と県と国が情報連携を密に取れるようにしなければならない。そのため、県の枠組みにとらわれない広域市町村連合を作り、復興庁との連携体制を作り上げることが必須となる。

３）また、民間団体やボランティア団体などと協力し合い、情報連携係としてこれらの団体を活用する。

４）復興再生計画を、現実問題として、きちんと作り上げられる機能が地方自治体に存在しない場合が多い。そのため、民間の政策集団などと密に行政が連携を取り、計画を作り上げていく必要がある。

２．仮設住宅や在宅避難者への対策について
１）現状の問題として、仮設住宅も在宅避難者に与えられているサービスにもばらつきがあり、不平等感から住民の不満が募っている。
２）平均的かつ平等なサービスを提供するには、市町村が復興再生計画による政策をまとめ上げる必要性がある。そのため、上記の情報連携のための広域市町村連合において被災地の現状を把握した民間の政策集団などを活用する。

３．復興特区と規制緩和について
１）農林水産業の特区を速やかに認定して、別紙の復興提言の実行・実現を図る。特に、水産業の復興・再生においては国が直接に漁船の手配を行うようにする。余っている船は全国にたくさんある。

２）生活弱者や高齢者医療に適した、また仮設住宅環境に適した制度改正を行う。慢性的な医療不足の地域であるため、少なくとも災害救助法の適用延長および訪問主体の医療体制の整備を急ぐ。

３）産業特区による企業誘致を図り、雇用創出を速やかに実現しなければならない。また、企業誘致のための大幅な減税措置を実現する。
４．財政支援について
１）何をするにしろ財政負担が市町村に重たくのしかかっている。その負担をとにかくできるだけ減らせるように、あるいはなくせるように財政支援政策を一日も早く行う。
２）市町村提案の政策を国が全面的に財政面、制度面でバックアップするという構図が理想的である。

５．福島第一原子力発電所事故について
１）除染作業を徹底する予算の確保とともに、最終処分場所の決定を早急に行う。
２）放射性物質のモニタリング調査を徹底する。特に、農林水産物の放射線量測定を徹底して行う。
３）雇用確保と企業誘致を国策として実行しないといけない。再生可能エネルギーや水力／小水力発電など国策レベルでの展開で雇用、産業の創成が必要である。
４）国が福島原発事故からの復興再生ビジョンを速やかにかつ明確に打ち出す。
（以上）
【東北の農業・林業・水産業復興提言】
Ⅰ．基本方針
１．仙台に復興庁を置き、そこに大きな権限と十分な資金を与える。

２．復興財源の基本としては、増税ありきでなく、国および地方の既存事業に優先順位を設け、事業の徹底的な縮小・廃止を断行する。

３．さらに政府による思い切った財政出動と公共事業、および日銀による大胆な金融政策を実行し復興財源を確保する。

４．地域の復興再生計画委員会は市町村ごとに作るのではなく、広域で街づくりの基本方針・計画を作るようにする。

５．農地と都市の土地利用の一本化を計り、居住区は高台に集約し、圃場や漁港に通勤するようにする。

６．土地の集約化は一時的な国有化はありえても、長期的には民間活力を引き出す。

７．分散されている農地を交換分合と換地の手法で２ヘクタール区画のスーパー圃場に集約する。それにかかる経費は、国と自治体の負担で個人負担なしとし、戸別所得補償８,０００億円は見直す。

Ⅱ．震災復興のための農業振興策提言

１．震災復興にあたっての課題
（世界に開かれた日本の農林水産業の確立）
１）被災地での雇用創出と所得向上を促し、地域経済の復興を目指す。

２）被災地が農漁村であることから、特に、一次産業での復興が必要とされる。
３）一次産業の復興に当たっては、人口減少と縮小に悩む辺境産業とのこれまでの状況から、農産物の輸出をも射程に入れた世界の中心となる産業へと転換する必要がある。

４）そのためには、 一次産業を強いものに転換し、農業者が儲かる就業の場へと改革することが必要。震災復興を契機に一次産業を成長産業へ転換する。

２．震災復興の目標と手順の具体化

１）復興に当たっての農政の考え方を転換する。
①世界が日本の復興を見つめており、世界から不思議と思われない農政の展開が必要。　

②これまでの農政の有り様を謙虚に見つめ直し、農政ノウハウを世界に求め、謙虚に学ぶ必要がある。その上で、我が国の地域性に考慮した独自の再生プランを作ることが必要。
２）目標とする「強い農業」の経営形態を提示する。
（経営は如何様にも考えられる）

①３０～５０haの大規模水田複合経営（１～２億円の販売額）

②高付加価値型経営；施設園芸や酪農

③アグリビジネス複合経営体、農商工連携、六次産業化（１・２・３次産業）

④農産物・食品のSCMの構築、農村スマートグリッドの構築

３）農地条件を整備して、経営者を確保し、農業ビジネスを展開する手順を示す。

①復興特区制度による農業振興（下記４）のビジョン・事業・財源の提案）

②がれき撤去、排水機場の復旧、地盤沈下・除塩対策等、圃場回復
のための公共事業を優先させる。農地の公的機関による長期借入、
結果としての大区画圃場と農地の集約化の実現。

③担い手の全国公募、２００程度の経営体の創出とオランダ型特区やデンマーク型食品加工産業の実現
④農村自営業者による多様な地域融合産業の構築、昔ながらの百姓の再生（例えば、地場醤油屋や水産加工業者の農業参入等）
４）政策的には、当面の具体的モデル事業を提案する。
①被災地にとって必要とされるのは、未来を切り開く将来ビジョンの提示とその具体化

②被災地復興のためになる脈絡を持った様々な具体的事業の提案

③省庁を超えた「モデル事業」の早急かつ着実な実施と「強い農業」作りの発想に基づいたモデル事業の具体的展開

３．被災地での具体的プラン

１）被災地の地帯区分

仙台湾以南の平坦部と北側の三陸リアス地域とに大きく分ける。

２）三陸リアス地域での復興対応

①経営者の確保：「農漁村自営業者」の創出（地元の自営業者が一次産業に参入できる規制緩和の実施）

②農林水産観光の融合産業化、スマート・コミュニティーの形成

③観光資源を一体的に整備
３）仙台湾以南の平坦部での復興対応

①競争力ある農場の創出（経営形態は上記２．の２）を参照）、農業経営者の全国公募
（以下は、特に阿武隈山系と太平洋に挟まれた地域で可能。これは本来、亘理町から福島海岸まで続く地帯だが、亘理、山元に限る。）

②法人化等による産地の強化

③農業人材の全国流動化等のモデル展開

Ⅲ．森林資源の総合利用による地域再生・震災復興のための提言
○森林の膨大な蓄積をいかせ
· 日本は戦後、木を切り尽くしたため、長らく木を育てる一方の時代が続き、安定的な木材生産を行うことが困難だった。
· しかしながら、戦後の植林開始から５０年を超え、日本の森林はようやく本格的な利用段階を迎えつつある。
· 森林資源は、構造材や製紙用原料などの伝統的な木材需要に加え、熱や電力などのバイオマスエネルギーとしても利用できる。このように林業を起点とした産業は、すそ野が広く波及効果が大きい。
○森林資源が特に豊富な東北地方に膨大なチャンス
· 東北地方の森林は世界有数の蓄積を誇っており、資源量は膨大である。復興のための木材需要も、バイオマス利用に適する熱需要も、東北にはふんだんにあり、需給両面で林業の可能性は無尽蔵といえる。
· 林業再生によって、地域に木材産業群を興すことができれば、東北復興は大きく進展することになる。
· これはまた、疲弊が続く地方経済に大きな希望を与えることにもなる。
○森林・林業再生プランの着実な実施を
· 従来の育てる林業は労働集約的な作業がもっぱらだったが、間伐した木を利用する現代林業は、高度な知識・技術力が要求される。
· このため、農水省は従来の保育から木を利用する林業へと転換するための包括的なプログラムである森林・林業再生プランを策定した（概要については、末尾参照）。
· １０年後の木材自給率５０％を目指すとする再生プランは、今年度から本格的にスタートする。
· これを着実に実施していくことこそ、東北復興の第一歩となる。
○バイオマス利用の着実な推進
· 再生プランによる木材生産量の増大で、今後力を入れるべきはバイオマス利用である。
· 従来、バイオマスはエタノールやガス化発電など、実用化がまだ先の技術単体に大量の資金投入がなされてきたため、実際の成果は乏しいのが実態である。
· バイオマスは本来、薪やチップといったどこでも手に入る加工度の低いものから着実に利用を拡大していくべきである。
· バイオマスの基本は熱利用である。東北には園芸ハウスや温泉、家庭用給湯・暖房など、膨大な中小の熱需要が存在している。これをバイオマスでまかなうだけでも相当の経済効果が生まれる。そのためには、林業用の路網整備、および、高効率で経済性の高い薪・チップのボイラーの導入が不可欠である。
· 震災によって膨大な木質系のがれきが発生しており、これと森林資源とを結びつける中規模から大規模のバイオマス利用のモデルを構築することも重要である。そのためには、熱電併給（コージェネレーション）を行う。
· 東北にはバイオマス以外にも風力、太陽光、太陽熱、地熱、小水力など、再生可能エネルギーがふんだんに存在する。地域においてこれらを総合的に結びつける事業を行い、エネルギー自給率１００％を目指す。
（解説） 森林・林業再生プラン概要
· 地域森林を総合的に管理・利用する、現場に即した森林計画制度。
· 施業集約、路網整備、利用間伐を一体的に進めることを補助金支払い要件とする（切り捨て間伐には補助金はつけない）。
· 地域森林の全体設計や、森林所有者をサポートする森林管理の専門家、路網整備や現場作業技術者の育成制度の充実。
· 森林組合の業務を森林所有者に集中させるための制度改革（組合員以外の業務や公共事業を森組が行うことの厳格な制限）。
Ⅳ．東日本大震災の復興・再生を契機に東北からわが国水産業の改革・新生ビジネスモデルを創造する

　

提言１．　国は、５～１０年間の中・長期的な国家戦略ビジョンとして次の基本方針を基に、“強い水産業”改革・新生プランを速やかに策定し、実行・実現する。

（基本方針）

①「食は命である」との基本認識に立ち、国民の生命、国の利益、食料の安全を守る。

②海の宝である水産資源（さかな）を国民共有の財産と位置づけ、国民全体が漁業を支える仕組みづくりを実現する。

③さかなを持続可能な資源に回復・復活させる。

④漁業・養殖業の生産力と経営力を高め、浜の地域社会を豊かにする。

⑤安全なさかなを国民に安定的に提供する。

⑥国民が安心できる食料供給保障国家を構築する。
提言２．　国は、“強い水産業”改革・新生プランを基本として、早急に大震災水産業復興・再生計画を策定するとともに、プランを次期水産基本計画の策定に反映させる。

また、被災地である県、市町村が主体となって、住民の意見・実態に即した具体的な水産業復興・再生計画を策定し、５年間で集中的に実行する。

水産業復興・再生の予算については、港湾と漁港、事業主体の別、及び省庁間・内などの区分の垣根を可能な限り撤廃し、復興庁に一体化・一元化する。
提言３．　漁業法、水産業協同組合法などの水産業関連法制度を、わが国のさかなを国民共有の財産と位置づける法体系に抜本的に改正する。さかなは国民みんなの財産であり、漁業は国民みんなの財産を漁獲する事業で、漁業者は漁業権などの漁業を営む特別な権利を与えられ、さかなを持続可能に保全する義務を負う者とする。
　
提言４．　わが国周辺のさかなの資源状態を回復・復活させるため、外国の事例を調査研究し、個別漁獲割当（IQ）制度もしくは譲渡可能個別漁獲割当（ITQ）制度を導入する。その際、さかなの漁獲制限による漁業者の収入減少には、「漁業者個別所得補償制度」を新たに創設して漁業者を支援する。

また、被災地の水産加工流通業の復興・再生のため、さかなの水揚げを確保する復興拠点となる水揚げ港ごとの「水産加工復興枠」を設定する。
提言５．　大震災により養殖業や沿岸漁業の経営困難がさらに拡大すると予想され、漁業への新規参入と後継者の確保を促進するため、漁業権の許可の優先順位を撤廃し、広く漁業者、民間企業、個人などに漁業を開放する。漁業権の許可は、県が直接に漁業者、企業、または個人に与えることとし、漁業協同組合だけに頼ることのない“強い”わが国沿岸漁業の事業継続を実現する。
また、慢性的な赤字経営が続く漁業協同組合の多くの組合事業は、国民の税金が補助金として投入され、また、内訳が不明瞭な事業外利益でも赤字が補填されている。

大震災復興で数千億円の多額の補助金が交付されると思われ、組合経営の透明性と補助金の適正な執行を確保するため、現行の内部監査に加え、組合事業の公認会計士による外部監査制度を導入・実施する。
提言６．　科学と条約に基づく交渉は、海洋国家日本の国是である。この方針から逸脱し、ノルウェー、アイスランド、およびカリブ諸国などの同盟国の権利を否定し、国家としての名誉と信用を失墜した捕鯨交渉の体制を一新する。

そして、食の安全と安心と被災地の雇用にも貢献する南氷洋を含む商業捕鯨の再開と調査捕鯨の拡充を目指す。

また、不当な暴力は、国家として、本年から巡視船の派遣により排除する。
提言７．　東京電力福島第一原子力発電所災害については、国民の生命、食の安全、消費者の安心のため、これ以上に海やさかなが放射性物質で汚染されないよう、正確かつ迅速な情報の開示と説明責任の徹底を図る。

また、原子力産業から独立した研究・検査体制を早急に確立し、
放射性物質のさかなへの内部被曝や生物濃縮の機構解明を急ぐ。

さらに、水産加工流通関係者が入荷したさかなを独自に検査する場合には、その必要な支援を行う。
(以上)
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